
６高土政第９６４号

令和６年 12月３日

各土木事務所長

土 木 部 各 課 長

土 木 部 長

高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領の

一部改正について（通知）

土木部が発注する建設工事については、「高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領」（平成

28年12月26日付け28高建管第826号土木部長通知）に基づき、技術者等の確保が困難となる恐れの

ある案件等を対象として、工期の始期日から工事開始日まで余裕期間を設ける（以下「余裕期間設

定工事」という。）ことで、技術者等の不足による不調・不落の発生を回避・軽減しているところ

です。

ついては、さらなる建設業の働き方改革を推進する観点から、別添のとおり改正しましたので通

知します。

なお、主な改正内容は下記のとおりです。

記

１ 主な改正内容

余裕期間を最大90日程度から最大180日に拡大する。

２ 施行日

この改正は、令和７年１月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

（問い合わせ先）

土木政策課 契約担当

TEL：088－823－9813

様



６高土政第９６４号

令和６年 12月３日

各 部 局 長

議 会 事 務 局 長

公 営 企 業 局 長

教 育 長

警 察 本 部 長

監査委員事務局長

土 木 部 長

高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領の

一部改正について（通知）

このことについて、別添のとおり通知しましたので、参考送付します。

様



高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領

（趣旨）

第１条 この要領は、高知県が発注する建設工事において、工期に余裕期間を設定する

工事（受注者が一定の期間内で工事開始日等を選択でき、これが書面により手続上明

確になっている工事をいう。以下、「余裕期間設定工事」という。）について、必要な

事項を定めるものとする。

（対象工事）

第２条 余裕期間設定工事は、発注の時期（年度後半に限定しない）、工事の特性などか

ら、不調・不落の発生が懸念される工事で、余裕期間を設定することにより、解消が

期待できる工事を対象とし、発注者が指定したものとする。

なお、対象工事の選定にあたっては、施工時期の偏在（工期の終期が年度末となる

工事の過度な増加など）を生じることがないよう留意すること。

（工事開始日及び工期の終期日）

第３条 工事開始日等の設定は以下の方式のいずれかとし、発注者において定める。

（１）発注者が工事開始日を指定する方式（発注者指定方式）

（２）発注者が設定した余裕期間（工期の始期日から工事開始日期限までの期間）の範

囲内で、受注者が工事開始日を選択する方式（任意選択方式）

（３）発注者があらかじめ設定した全体工期（余裕期間と標準工期等をあわせた期間）

の範囲内で、受注者が工事開始日と工期の終期日を決定する方式（フレックス方

式）

２ 工事開始日又は余裕期間は、工事請負契約日の翌日から起算して最大で 180 日とし、

発注者は入札公告等においてその旨を明示しなければならない。明示する内容の例は

第 10 条において定める。

３ 任意選択方式の場合、受注者は、契約締結までに工事開始日を定め、工事開始日通

知書（別紙１－１）により、発注者に通知しなければならない。また、フレックス方

式の場合、受注者は、契約締結までに工事開始日及び工期の終期日を定め、全体工期

通知書（別紙１－２）により、発注者に通知しなければならない。

（工事開始日の変更及び工事着手日）

第４条 発注者指定方式において、契約締結後に工事開始日を変更する必要が生じた場

合は、受発注者で協議の上、工事開始日を変更することができる。

２ 任意選択方式又はフレックス方式において、受注者は、契約締結後に工事開始日を

変更する場合は、工事開始日変更通知書（別紙２－１（工事開始日の前倒し）又は別

紙２－２（工事開始日の延長））により発注者に通知しなければならない。

その場合において、受注者が工事開始日の延長により工期の変更を希望する場合は



必要に応じて変更契約を行い、それ以外の場合は工期の変更は必要ないものとするが、

工事成績評定における「工程管理」に関する項目の評価点及び工事の一時中止等に伴

う工期延長日数については、実質的に工期が延長されていることを踏まえて決定する

ものとする。

３ 受注者は、特別の事情がない限り、発注者が指定した工事開始日又は前項の規定に

より発注者に通知した工事開始日から 30 日以内に工事に着手し、着手届を提出しな

ければならない。

（工期の設定）

第５条 発注者が指定した工事開始日又は受注者が定めた工事開始日から工期の終期日

までの期間は、発注者が定める工事期間（標準工期又は積上げ工期）を確保すること

を原則とする。

（前金払の請求）

第６条 対象工事の前払金については、工事開始日までは請求できない。

（工事開始日前の現場管理等）

第７条 契約日から工事開始日までの間の当該工事現場の管理は、発注者の責任におい

て行うものとする。

２ 契約締結日から工事開始日までの間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準

備工事を含め、工事に着手してはならない。

（技術者の配置）

第８条 契約締結日から工事開始日までの期間は、準備工事（現場事務所の建設及び測

量の開始など）以前の労働力確保等の調整準備段階であり、監理（主任）技術者及び

現場代理人を配置することを要しない。

（経費の負担）

第９条 余裕期間の設定により増加する経費は、受注者の負担とする。

（入札公告等における記載方法）

第 10 条 余裕期間設定工事を実施する場合は、特記仕様書及び入札公告又は指名通知書

に以下の内容を記載すること。

第○条 余裕期間の設定について

本工事は、円滑な工事施工体制の整備の観点から、契約締結日から工事開始日ま

での間に、余裕期間を設定する。

(１) ※フレックス方式の場合

余裕期間は 180 日とする。受注者は、発注者が設定した全体工期（余裕期間

と標準工期等をあわせた期間）の範囲で、工事の始期及び終期を選択するこ

とができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。



附則

この要領は、平成 28年 12 月 26 日から施行する。

附則

この要領は、令和３年２月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は

指名通知を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、令和４年１月１日から施行する。

附則

この要領は、令和５年４月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は

指名通知を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、令和７年１月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は

指名通知を行う指名競争入札に適用する。

※任意選択方式の場合

余裕期間は 180 日とする。受注者は、発注者が設定した余裕期間の範囲で、

工事の始期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※発注者指定方式の場合

工事開始日は令和○年○月○日とする。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

(２)余裕期間は、準備工事（現場事務所の建設及び測量の開始など）以前の労働

力確保等の調整準備段階であり、監理技術者等の配置及び専任を要しない。

(３)契約締結日から工事開始日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設

置等の準備工事を含め、工事に着手してはならない。

(４)その他取り扱いについては、「高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領」

の規定による。



（別紙１－１）

工 事 開 始 日 通 知 書
（余裕期間設定工事）（任意選択方式）

令和 年 月 日

（発注者） 様

（受注者）

落札した次の工事について、工事開始日を定めましたので通知します。

１ 工事番号及び工事名

２ 工事箇所

３ 工事開始日 令和 年 月 日

※１ 契約締結までに提出すること。

２ 契約日から工事開始日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設

置等の準備工事を含め、工事に着手してはならない。

３ 契約日から工事開始日までの期間は、主任技術者又は監理技術者及び現

場代理人を配置することを要しない。

４ 余裕期間の設定により増加する経費は、受注者の負担とする。



（別紙１－２）

全 体 工 期 通 知 書
（余裕期間設定工事）（フレックス方式）

令和 年 月 日

（発注者） 様

（受注者）

落札した次の工事について、全体工期を定めましたので通知します。

なお、工期の終期日について、発注者が定める工事期間（標準工期又は積上

げ工期）を下回る場合、又は発注者が算定した日を超える場合は、発注者が算

定した日に従います。

１ 工事番号及び工事名

２ 工事箇所

３ 工事開始日 令和 年 月 日

４ 工期の終期日 令和 年 月 日

※１ 契約締結までに提出すること。

２ 契約日から工事開始日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設

置等の準備工事を含め、工事に着手してはならない。

３ 契約日から工事開始日までの期間は、主任技術者又は監理技術者及び現

場代理人を配置することを要しない。

４ 余裕期間の設定により増加する経費は、受注者の負担とする。



（別紙２－１（工事開始日の前倒し））

工 事 開 始 日 変 更 通 知 書
（余裕期間設定工事）

令和 年 月 日

（発注者） 様

（受注者）

令和 年 月 日付けで工事開始日を通知した次の工事について、工事開始

日を変更しましたので通知します。

１ 工事番号及び工事名

２ 工事箇所

３ 工事開始日 変更前 令和 年 月 日

変更後 令和 年 月 日

※１ 工事開始日を前倒しした場合において、工期の変更は必要ないものと

します。



（別紙２－２（工事開始日の延長））

工 事 開 始 日 変 更 通 知 書
（余裕期間設定工事）

令和 年 月 日

（発注者） 様

（受注者）

令和 年 月 日付けで工事開始日を通知した次の工事について、工事開始

日を変更しましたので通知します。

なお、この工事開始日の延長に伴い、工期の変更を希望（します・しません）。

１ 工事番号及び工事名

２ 工事箇所

３ 工事開始日 変更前 令和 年 月 日

変更後 令和 年 月 日

※１ この工事開始日の延長に伴い、工期の変更を希望するか希望しないか、

どちらかに○を記入してください。



【参考資料】①工期の設定（イメージ）

＜発注者指定方式＞

＜任意選択方式＞

※余裕期間を短縮した場合、その分の契約工期も短縮する。
※余裕期間を短縮しても、工期の終期日を決めている場合、契約工期は短縮しない。

＜フレックス方式＞

※全体工期内で、工事開始日と工期の終期日（任意の期間）を決定することができる。
※任意の期間は、発注者が定める工事期間（標準工事日数等）以上を確保することを原則とする。
※余裕期間を短縮した場合、契約工期を短縮する必要はない。
※工期の終期日を決めている場合でも、上記を含めて、任意の期間を決定できる。

②余裕期間を設定した工事の技術者等の配置について（イメージ）

※備考
　・別途履行中の工事に専任配置されている主任（監理）技術者であっても、発注者が設定した余裕期間内に当該別途工事の引渡しが完了するもの
　　については、配置予定技術者として入札参加が可能。

現場代理人の常駐が必要

主任（監理）技術者の専任配置が必要

主任（監理）技術者の配置が必要

契約日

工期の

始期日

（契約日の翌日）

工期の

終期日

余裕期間

180日以内

契約工期

実工期（標準工事日数等）

工事

開始日

工事完成

通知日

工事

着手日

完成検査

合格日

余裕期間中は、

技術者等の配置

が不要

工期の

始期日

（契約日の翌日）

工期の

終期日

契約工期

余裕期間 実工期（標準工事日数等）

30日以内

工事開始日

工期の

始期日

（契約日の翌日）

工期の

終期日

契約工期

余裕期間 実工期（標準工事日数等）

工事開始日

期限

【発注時】

余裕期間 実工期（標準工事日数等）【契約時】

工期の

始期日

（契約日の翌日）

工期の

終期日

契約工期

余裕期間 実工期（標準工事日数等）

工事開始日

期限

【発注時】

余裕期間 実工期（標準工事日数等）【契約時】

全体工期

＋α

180日以内

180日以内

180日以内

180日以内

180日以内
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高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領 新旧対照表（令和６年１月１日施行）

新 旧

第１条 （省略）

第２条 （省略）

（工事開始日及び工期の終期日）

第３条 工事開始日等の設定は以下の方式のいずれかとし、発注者において定める。

（１）発注者が工事開始日を指定する方式（発注者指定方式）

（２）発注者が設定した余裕期間（工期の始期日から工事開始日期限までの期間）の範囲内で、

受注者が工事開始日を選択する方式（任意選択方式）

（３）発注者があらかじめ設定した全体工期（余裕期間と標準工期等をあわせた期間）の範囲内

で、受注者が工事開始日と工期の終期日を決定する方式（フレックス方式）

２工事開始日又は余裕期間は、工事請負契約日の翌日から起算して最大で180日とし、発注者は入

札公告等においてその旨を明示しなければならない。明示する内容の例は第10条において定め

る。

３ 任意選択方式の場合、受注者は、契約締結までに工事開始日を定め、工事開始日通知書（別紙

１－１）により、発注者に通知しなければならない。また、フレックス方式の場合、受注者は、

契約締結までに工事開始日及び工期の終期日を定め、全体工期通知書（別紙１－２）により、

発注者に通知しなければならない。

第４条 （省略）

第５条 （省略）

第６条 （省略）

第７条 （省略）

第８条 （省略）

第９条 （省略）

第１条 （省略）

第２条 （省略）

（工事開始日及び工期の終期日）

第３条 工事開始日等の設定は以下の方式のいずれかとし、発注者において定める。

（１）発注者が工事開始日を指定する方式（発注者指定方式）

（２）発注者が設定した余裕期間（工期の始期日から工事開始日期限までの期間）の範囲内で、

受注者が工事開始日を選択する方式（任意選択方式）

（３）発注者があらかじめ設定した全体工期（余裕期間と標準工期等をあわせた期間）の範囲内

で、受注者が工事開始日と工期の終期日を決定する方式（フレックス方式）

２工事開始日又は余裕期間は、工事請負契約日の翌日から起算して最大で90日程度とし、発注者

は入札公告等においてその旨を明示しなければならない。明示する内容の例は第10条において

定める。

３ 任意選択方式の場合、受注者は、契約締結までに工事開始日を定め、工事開始日通知書（別紙

１－１）により、発注者に通知しなければならない。また、フレックス方式の場合、受注者は、

契約締結までに工事開始日及び工期の終期日を定め、全体工期通知書（別紙１－２）により、

発注者に通知しなければならない。

第４条 （省略）

第５条 （省略）

第６条 （省略）

第７条 （省略）

第８条 （省略）

第９条 （省略）
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（入札公告等における記載方法）

第10条 余裕期間設定工事を実施する場合は、特記仕様書及び入札公告又は指名通知書に以下の

内容を記載すること。

（入札公告等における記載方法）

第10条 余裕期間設定工事を実施する場合は、特記仕様書及び入札公告又は指名通知書に以下の

内容を記載すること。

第○条 余裕期間の設定について

本工事は、円滑な工事施工体制の整備の観点から、契約締結日から工事開始日までの間

に、余裕期間を設定する。

(１) ※フレックス方式の場合

余裕期間は180日とする。受注者は、発注者が設定した全体工期（余裕期間と標準

工期等をあわせた期間）の範囲で、工事の始期及び終期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※任意選択方式の場合

余裕期間は180日とする。受注者は、発注者が設定した余裕期間の範囲で、工事の

始期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※発注者指定方式の場合

工事開始日は令和○年○月○日とする。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

(２)余裕期間は、準備工事（現場事務所の建設及び測量の開始など）以前の労働力確保

等の調整準備段階であり、監理技術者等の配置及び専任を要しない。

(３)契約締結日から工事開始日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の

準備工事を含め、工事に着手してはならない。

(４)その他取り扱いについては、「高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領」の規定

による。

第○条 余裕期間の設定について

本工事は、円滑な工事施工体制の整備の観点から、契約締結日から工事開始日までの間

に、余裕期間を設定する。

(１) ※フレックス方式の場合

余裕期間は90日とする。受注者は、発注者が設定した全体工期（余裕期間と標準工

期等をあわせた期間）の範囲で、工事の始期及び終期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※任意選択方式の場合

余裕期間は90日とする。受注者は、発注者が設定した余裕期間の範囲で、工事の始

期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※発注者指定方式の場合

工事開始日は令和○年○月○日とする。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

(２)余裕期間は、準備工事（現場事務所の建設及び測量の開始など）以前の労働力確保

等の調整準備段階であり、監理技術者等の配置及び専任を要しない。

(３)契約締結日から工事開始日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の

準備工事を含め、工事に着手してはならない。

(４)その他取り扱いについては、「高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領」の規定

による。
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附則

この要領は、平成28年12月26日から施行する。

附則

この要領は、令和３年２月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、令和４年１月１日から施行する。

附則

この要領は、令和５年４月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、令和７年１月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、平成28年12月26日から施行する。

附則

この要領は、令和３年２月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、令和４年１月１日から施行する。

附則

この要領は、令和５年４月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。



4



1

高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領 新旧対照表（令和６年１月１日施行）

新 旧

第１条 （省略）

第２条 （省略）

（工事開始日及び工期の終期日）

第３条 工事開始日等の設定は以下の方式のいずれかとし、発注者において定める。

（１）発注者が工事開始日を指定する方式（発注者指定方式）

（２）発注者が設定した余裕期間（工期の始期日から工事開始日期限までの期間）の範囲内で、

受注者が工事開始日を選択する方式（任意選択方式）

（３）発注者があらかじめ設定した全体工期（余裕期間と標準工期等をあわせた期間）の範囲内

で、受注者が工事開始日と工期の終期日を決定する方式（フレックス方式）

２工事開始日又は余裕期間は、工事請負契約日の翌日から起算して最大で180日とし、発注者は入

札公告等においてその旨を明示しなければならない。明示する内容の例は第10条において定め

る。

３ 任意選択方式の場合、受注者は、契約締結までに工事開始日を定め、工事開始日通知書（別紙

１－１）により、発注者に通知しなければならない。また、フレックス方式の場合、受注者は、

契約締結までに工事開始日及び工期の終期日を定め、全体工期通知書（別紙１－２）により、

発注者に通知しなければならない。

第４条 （省略）

第５条 （省略）

第６条 （省略）

第７条 （省略）

第８条 （省略）

第９条 （省略）

第１条 （省略）

第２条 （省略）

（工事開始日及び工期の終期日）

第３条 工事開始日等の設定は以下の方式のいずれかとし、発注者において定める。

（１）発注者が工事開始日を指定する方式（発注者指定方式）

（２）発注者が設定した余裕期間（工期の始期日から工事開始日期限までの期間）の範囲内で、

受注者が工事開始日を選択する方式（任意選択方式）

（３）発注者があらかじめ設定した全体工期（余裕期間と標準工期等をあわせた期間）の範囲内

で、受注者が工事開始日と工期の終期日を決定する方式（フレックス方式）

２工事開始日又は余裕期間は、工事請負契約日の翌日から起算して最大で90日程度とし、発注者

は入札公告等においてその旨を明示しなければならない。明示する内容の例は第10条において

定める。

３ 任意選択方式の場合、受注者は、契約締結までに工事開始日を定め、工事開始日通知書（別紙

１－１）により、発注者に通知しなければならない。また、フレックス方式の場合、受注者は、

契約締結までに工事開始日及び工期の終期日を定め、全体工期通知書（別紙１－２）により、

発注者に通知しなければならない。

第４条 （省略）

第５条 （省略）

第６条 （省略）

第７条 （省略）

第８条 （省略）

第９条 （省略）
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（入札公告等における記載方法）

第10条 余裕期間設定工事を実施する場合は、特記仕様書及び入札公告又は指名通知書に以下の

内容を記載すること。

（入札公告等における記載方法）

第10条 余裕期間設定工事を実施する場合は、特記仕様書及び入札公告又は指名通知書に以下の

内容を記載すること。

第○条 余裕期間の設定について

本工事は、円滑な工事施工体制の整備の観点から、契約締結日から工事開始日までの間

に、余裕期間を設定する。

(１) ※フレックス方式の場合

余裕期間は180日とする。受注者は、発注者が設定した全体工期（余裕期間と標準

工期等をあわせた期間）の範囲で、工事の始期及び終期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※任意選択方式の場合

余裕期間は180日とする。受注者は、発注者が設定した余裕期間の範囲で、工事の

始期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※発注者指定方式の場合

工事開始日は令和○年○月○日とする。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

(２)余裕期間は、準備工事（現場事務所の建設及び測量の開始など）以前の労働力確保

等の調整準備段階であり、監理技術者等の配置及び専任を要しない。

(３)契約締結日から工事開始日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の

準備工事を含め、工事に着手してはならない。

(４)その他取り扱いについては、「高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領」の規定

による。

第○条 余裕期間の設定について

本工事は、円滑な工事施工体制の整備の観点から、契約締結日から工事開始日までの間

に、余裕期間を設定する。

(１) ※フレックス方式の場合

余裕期間は90日とする。受注者は、発注者が設定した全体工期（余裕期間と標準工

期等をあわせた期間）の範囲で、工事の始期及び終期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※任意選択方式の場合

余裕期間は90日とする。受注者は、発注者が設定した余裕期間の範囲で、工事の始

期を選択することができる。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

※発注者指定方式の場合

工事開始日は令和○年○月○日とする。

※設計書記載の工事日数又は完成期限には余裕期間を含む。

(２)余裕期間は、準備工事（現場事務所の建設及び測量の開始など）以前の労働力確保

等の調整準備段階であり、監理技術者等の配置及び専任を要しない。

(３)契約締結日から工事開始日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の

準備工事を含め、工事に着手してはならない。

(４)その他取り扱いについては、「高知県余裕期間設定工事に係る事務取扱要領」の規定

による。
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附則

この要領は、平成28年12月26日から施行する。

附則

この要領は、令和３年２月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、令和４年１月１日から施行する。

附則

この要領は、令和５年４月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、令和７年１月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、平成28年12月26日から施行する。

附則

この要領は、令和３年２月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。

附則

この要領は、令和４年１月１日から施行する。

附則

この要領は、令和５年４月１日から施行し、同日以降に公告を行う一般競争入札又は指名通知

を行う指名競争入札に適用する。
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